
1（1）  

経済と経営 4J－J（2010．11）  

く論 文〉  

「グローバル資本主義と農業」に関するいくつかの論点  

一農業問題研究学会編の著作を素材として－  

岩 崎  徹  

目 次  

はじめに一間題の所在  

1．農業問題研究学会編の著作  

1）グローバル資本主義と世界農業問題一加瀬良明論文   

2）wTO農業交渉の総括一棟山英信論文   

3）多国簿アグリビジネスと世界農業問題一久野秀二論文  

2．農産物貿易の動向とWTO農業交渉  

3．「グローバル資本主義と農業」に関するいくつかの論点  

1）グローバル資本主義の歴史的位置と農業問題   

2）WTO農業交渉と世界農業問題   

3）グローバル資本主義と国家  

まとめに代えて   

はじめに一間題の所在  

農業グローバリズムの中心舞台であるWTO（世界貿易機関）農業交渉が暗礁に乗り上げている。  

本稿脱稿時（2010年9月）においても，再開の目途は立っていない。それに代わってFTA・EPA  

（自由貿易協定・経済連携協定）交渉が主流になりつつあるように思われる。しかし，WTO農業交  

渉が挫折し，FTA・EPA交渉が主流になれば，戦後世界経済再編の理念「自由・無差別・多角的貿  

易体制」が崩れ，世界貿易・世界経済の新たな矛盾・危機が引き起こされることは必至であろう。   

WTO農業交渉では，先進国と途上国，農産物輸出国と輸入国の利害，さらに同じ先進国・途上国，  
■▲′し■l■．＿＿．」＿′し－▼．Jt、ヽ． 嘱軌江往塾・聯人凶とはいっても，それぞれの国の経済構造・農業構造や農業・農民の位置づけも異な  

り，国家間の調整がますます困難になっているのである。まさに，世界農業問題の具現化である。  

本稿の結論を先取りすれば，農産物貿易における国家間の調整ができないことこそが世界農業問題  

といえる。貿易交渉において国家間で最も調整困難なのが農業であるが，それは何故かが問われて  

いるのである。   

その意味で，今日の段階での「グローバル資本主義と農業」に関して理論的に総括する必要に迫  

られてきているように思われる。幸い，農業問題研究学会が，そのタイトルも『グローバル資本主   
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義と農業一世界経済の現局面で農業問題研究の「現代性」と意義を問う－』という格好の素  

材を提供している。   

本稿は，農業問題研究学会の著作の中でも理論的中心となる第1巻『グローバル資本主義と農業』  

の三論文を紹介し（本稿第1章），近年の農産物貿易の動向とWTO農業交渉の構図を明らかにし  

（本稿第2章），さらに，（ヨグローバル資本主義の歴史的位置と農業問題，②wTO農業交渉と世界  

農業問題，（卦グローバル資本主義と国家，という理論的諸問題を整理する（本稿第3章）。  

1．農業問題研究学会編の著作  

農業問題研究学会は，2008年11月に学会の50周年記念として『現代の農業問題』全4巻を上梓  

した。第1巻『グローバル資本主義と農業』，第2巻『労働市場と農業』，第3巻『土地の所有と利  

用』，第4巻『農業構造問題と国家の役割』である。   

このうち第1巻『グローバル資本主義と農業』は『現代の農業問題』全4巻の導入部の役割をな  

し，他の3巻に対する「基本的枠組み」を提供している。  

『グローバル資本主義と農業』は全8章よりなる。前半の4章は「テーマ編」，後半の4章は「地  

域編」である。さらに「テーマ編」は，第1章「『グローバル資本主義』への転換＝推進体制と世界  

農業問題の再編構造」（加瀬良明），第2章「WTO農業交渉の動向と『農政改革』の基本的性格」（横  

山英信），第3章「多国籍アグリビジネスの事業展開と農業・食料包摂の今日的構造」（久野秀二），  

第4章「グローバリゼーション下の日本農業とその地域性－2000年以降の動向を中心に－ 」  

（田畑保）である。本稿は，「グローバル資本主義と農業」というテーマの限定から，これらの論稿  

のうち，第1～第3章をとりあげる。以下，著作の第1章は加瀬論文，第2章は横山論文，第3章  

は久野論文と表記し，引用する。   

3論文は「グロ′－パル資本主義と農業」というテーマに関する最新の，重厚な本格的論文であり，  

もとより浅学の筆者が著者達の論旨を正確に把握しているのか自信はないが，筆者流の問題意識に  

引きつけた要約であることをお断りしておきたい。  

1）グローバル資本主義と世界農業問題一加瀬良明論文   

加瀬論文は第1巻の「枠組み」を与える役割を果たすとともに，全4巻の「枠組み」をも与え，  

本企画の柱となる論文である。加瀬論文の課題は「国内農業の意義如何を総括的に検討すること」  

であり，現代資本主義＝グローバル資本主義の展開メカニズムの今日的特質把握と世界農業問題の  

構造を明確にしながら，日本の経済・農業の位置を明らかにする。そのため，戦後世界体制の歴史  

的性格，世界経済循環（工業・農業・金融）を視野に「グローバル資本主義と農業」を鳥撤した壮  

大かつ意欲的な論文である。   

いささか難解な論理と文章（「旧講座派？」特有の論理と用語・表現）であるが，要約すると以下  

のようになろう。   

まず，「資本主義の世界的危機」（著者にはこのような表現はない）は，歴史的には，第一の画期と  

しての19世紀末大不況から第一次世界大戦に帰結する段階，第二の画期としての1930年代の長期不  

況と第二次世界大戦に帰結する段階，そして第三の画期としての今日のグローバル資本主義がある。   
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第三の画期としての今日のグローバル資本主義は，1971年のIMF固定レート制の崩壊とその下  

での「スタグフレーション」の世界的進行を発端とする。このグローバル資本主義の核心は，「国際  

金融複合体」による「ドル特権への寄食＝濫用を基盤とする金融肥大化メカニズム」と「軍産複合  

体」による軍需インフレーション的蓄療メカニズムにある。不換紙幣である基軸通貨ドルヘの国際  

的な「信任」を支えるのは，アメリカの世界的な軍事的優位＝「覇権」の確立と国際的な協調体制で  

ある。「覇権」体制は「国防費」と軍事産業の活況を生み，ドル特権の行使＝濫用はアメリカの膨大  

な経常赤字＝「過剰貨幣資本」とその累横を進行させる。1971年の「金ドル交換停止宣言」でアメリ  

カは貿易赤字国化したのであるが，「制度的な歯止め」を喪失したもとでの赤字額はとどまるところ  

を知らず，アメリカは世界最大の「純債務国」に転落する。このような「アメリカが世界最大の純  

債務国」であることが，「グローバル資本主義」の全構造を規定し，アメリカの貿易赤字と連邦財政  

赤字の調整策に大枠を縛られ農業グローバリズムは展開する。制度的な「歯止め」を失ったドル特  

権の濫用は，同時に，アメリカの「直接投資・証券投資」の大幅黒字と「在米外国公的資産」を生  

み，それを「補完」する。「金融グローバリゼーション」は，このように肥大化する「過剰貨幣資本」  

をそれ自身のうちに「吸収」することで不胎内的管理を目指す「容器」の役割を果たす。   

次に，今日における世界の農産物貿易の動向から世界農業問題の本質規定を行うのであるが，貿  

易動向についての詳細は次章に譲り，ここでは結論的部分だけを紹介し，それが今日の経済グロー  

バリズムとどうかかわるのかをみる。   

この30年間，世界の農産物貿易は（特に貿易額において）飛躍的に拡大した。だが，21世紀にな  

ると，品目別金額ではそれまで圧倒的に多かった穀物に代わり肉類が首位を占め，乳製品や果実類  

なども穀物に肉薄するようになる。   

これらの農産物貿易の輸出入構造を大きな地域グループ別にみると以下のようになる。  

Ⅰ地域一北アメリカと西ヨーロッパー穀物・肉類・乳製品の純輸出，野菜類，果実類の純  

輸入地域，ⅠⅠ地域一日本とイスラエルー全ての品目の純輸入地域，ⅠⅠⅠ地域－アフリカ，ア  

ジア・途上，中央アメリカー野菜類，果実類の純輸出地域，穀物，肉類等の純輸入地域，Ⅳ地域  

－オセアニア，南アメリカー全ての品目の純輸出地域。   

以上のような貿易パターンは，工業製品を含めた実体経済と金融経済を統括した「世界経済循環」  

の一環である。「世界経済循環」の中でアメリカは，実体経済と金融経済の「循環ポンプ」のごとき  

役割を果たしている。ドル特権を享受しつつ巨大な貿易・経常赤字を継続させながら，アメリカは  

日本・アジアはじめ世界の工業品を「吸引」し，他方で日本・アジアはじめ世界に食料農産物を輸  

出する輸出大国として君臨する。その中で日本は，世界最大の農産物輸入国，最大の工業製品輸出  

国としてアメリカの金融経済循環を根底から支える。   

アメリカ主導のグローバル資本主義は，先の農産部貿易の再編過程にとって，次の二点の規定関  

係が重要である。第一点は，GATT（貿易と関税に関する一般協定）やWTOを基軸とする一層の  

自由化とそのための国際規律の確立，さらにこれに適合的な各国農政改革の強要である。第二点は，  

国際市場での「有効需要者」たる「購買力」は，ドル特権と金融グローバリズムによるアメリカの  

過剰消費が支える。   

こうしたグローバル資本主義における農業問題の「根本的問題牲」を克服する方向は，新たな「オ  

ルタナティブ路線」＝「再構築」の提示しかない。それは，国内的農工循環，農業を基幹とする「国   
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民経済復権」であり，それに相応しい農業形態（分散錯囲制に制約された兼業型零細経営の克服，  

飼料生産基盤を内包した田畑輪換方式に基づく「日本型農場制」）の確立にある。  

2）wTO農業交渉の総括一横山英信論文   

横山論文の特徴は，WTO農業交渉の経過を丁寧に追い交渉の矛盾的性格を明らかにし，さらに農  

業交渉をにらんで進められてきたアメリカ，EU（EUは国として表現），日本の「農政改革」を概観  

し，最後にWTO農業交渉の総括を行ったことである。  

1986年に開始されたガット・ウルグアイ・ラウンド（以下GUR）は，それまで取り上げられてこ  

なかった知的所有権，貿易関連投資，サービスの分野にも交渉対象を広げた。農業分野では，農業  

保護政策の縮小や協定上の例外規定の厳格化などを交渉課題とした。そしてGURの最終合意では，  

「市場アクセス」「国内支持」「輸出競争」の三分野で1995年から2000年までの目標を約束した。  

このうち「国内支持」については，国内政策を「緑の政策」「青の政策」「黄の政策」に分け，「黄の  

政策」については所定算定方式で計算された総合AMS（助成合計総量）の削減を定めている。ただ  

し，「黄の政策」のうちデミニミ ス（「最小限の政策」。産品特定的な国内助成でその総額が当該産品  

総額の5％を超えないもの，または産品非特定的な国内助成でその総額が当該国の生産総額の5％  

を超えないもの）は総合AMSから除くことができるとされた。   

しかし協定は，輸入（国）に対しては厳しい規定が設けられたものの，輸出国の輸出禁止・制限  

措置については明確に排除する規定にはなっておらず「輸出国本位」のものとなっている。ここに  

GURの性格が如実に表れ，この性格が以降のWTO農業交渉の障害となっている。   

さて，横山論文では，WTO成立（1995年）以降10数年（2007年まで）の農業交渉の経過が克明  

に記されている。その交渉経過・内容は紆余曲折，複雑多岐にわたり煩雑極まりないが，交渉内容  

に出てくる目標数値の詳細は省き，各国・各グループの対立構図を中心に経過を辿っていこう。   

WTOの第一回閣僚会議はシンガポールで（1996年），第二回閣僚会議は香港で（1998年）行われ，  

新ラウンド立ち上げの準備が進んだ。第三回閣僚会議はシアトルで行われたが（1999年）立ち上げ  

に失敗した。それは，先進国，とりわけアメリカ主導の会議運営に途上国が反発したこと，反ダン  

ピング制度見直しにアメリカが反対したこと，農業分野でのアメリカとEUの対立が解消しなかっ  

たことなどの要因による。   

シアトル閣僚会議は，新ラウンド立ち上げに失敗したが，農業分野については農業協定で実施期  

間終了（2000年末）一年前の交渉開始が決められていたため，00年3月に交渉は再開された。これ  

に呼応して日本は「多様な農業の共存」を軸とした「WTO交渉日本提案」を発表した。   

第四回閣僚会議はドーハで行われ（2001年），新ラウンド＝ドーハラウンドとしての立ち上げが合  

意された（正式名称は「ドーハ開発アジェンダ」）。ドーハ閣僚宣言の農業分野の文書作成に際して，  

アメリカとケアンズグループ（輸出補助金のない輸出国グループ）は農業と工業の貿易ルールの一  

体化や非貿易的関心事項に係る政策措置の限定を主張し，EUや日本はこれに反対した。このような  

対立を背景とした議論の結果，最終的な農業分野の合意内容は，これまでの経過からすれば当り前  

の事項の確認に終わった。   

ドーハ閣僚宣言を受けて，2002年に農業を含む七分野についての貿易交渉委貞会が設置され，農  

業分野は農業委員会の中で実質的な交渉が開始された。   
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2002年後半以降になると，アメリカ，日本，EUがそれぞれ自国の立場に引きつけたモダニテイ  

（枠組み）案を提出した。さらに，農業委員会議長がそれまでの交渉をまとめた「概観ペーパー」，  

それを修正した「モダニティー次案」，「一次案改定版」を提出したが合意に至らなかった。   

2003年8月，第五回閣僚会議（9月メキシコ・カンクン）に向け，「モダニテイー次案改定版」に  

代わる「アメリカ・EU共同ペーパー」が出された。これは自国の利害を図る両国の妥協の産物であ  

り，他国に対してのみ大きな譲歩を迫るものである。途上国は，これを契機として「途上国連合」＝  

G20を結成し，独自のモダニティ案を提出した。   

カンクン閣僚会議宣言案は「共同ペーパー」に沿ったものであり，G20やGlO（日本・韓国・ス  

イス・ノルウェーなど農業の多面的機能を重視する食料純輸入国グループ）の批判が相次ぎ，これ  

に対する再度の修正案も合意に至らなかった。また，綿花補助金の撤廃を要求する西アフリカ諸国  

とアメリカとの対立もあり，閣僚会議は決裂した。   

2004年になると，2月貿易委員会，3月農業委員会特別委員会，5月EUの貿易・農業委員会等  

と何度かの修正を経て，8月一般理事会での合意にたどり着く。   

2005年1月スイスのダボス，7月中国の大連で非公式WTO閣僚会議が行われ，その後G20の独  

自の提案があり，ここにアメリカ，EU，G20，GlOと各グループの提案が揃った。ところが，各国  

各グループの提案には隔たりがあまりに大きく，05年12月の香港閣僚会議は，当初目標から合意水  

準が引き下げられ，各国の対立した部分については先送りした宣言が採択されたのである。   

2006年1月，香港閣僚宣言を受けて，G6（アメリカ・EU・ブラジル・インド・オーストラリア・  

日本）では「市場アクセス」の4層（後述）の境界値については合意したものの，各国の対立は厳  

しく交渉は難航した。このような状況を受け，WTO理事会はドーハラウンドの一時凍結を宣言し  

た。凍結は6カ月続いたが，2007年1月再開された。再開後，主要4カ国G4（アメリカ・EU・ブ  

ラジル・インド）及びG6（G4プラスオーストラリア・日本）を中心に協議が行われた。また，農  

業分野では4月に農業委員会議長の「議長ペーパー」が，5月に農業委員会議長とNAMA（非農産  

物品市場アクセス）委員会議長の「議長テキスト」が各国に提示された。このうちの農業委員会「議  

長テキスト」の概要について少し詳しく触れておこう。WTO農業交渉の（複雑な内容の）到達点を  

示すからである。   

まず，「国内支持」に関して。（》「国内支持全般」については，最上位階層の国は75～80％，中位  

階層の国は66～73％，下位階層の国は50～60％削減すること②「総合AMSの最終譲許水準」につい  

ては，最上位階層の国は70％，中位階層の国は60％，下位階層の国は45％削減すること③「品目別  

AMSの上限」は1995～2000年にける各国支持の平均とする（彰「デミニミス」は50～60％削減する（9  

「青の政策」の上限は，各国農業生産額の平均2．5％とする。   

次に「市場アクセス」について。（∋関税率によって4階層に分け，両税率0～20％層の場合は  

48～52％，20～50％層の場合は50～60％，50～75％層の場合は62～65％，75％超層の場合は66～  

73％削減する②「重要品目」の数は，原則として有税品目の4～6％，条件付きで6～8％とするこ  

とができる③「重要品目」の関税削減率は，一般品目の3分の1～3分の2とするが3分の1の場合  

は関税割当枠を拡大すること唾）「重要品目」を有税品目数の6～8％とした国は関税割当枠を拡大す  

ること⑤削減後の関税率が100％を超える品目が有税品目数の5％を超える国も関税割当枠を拡大  

すること，などである。   
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さらに「輸出競争」について。（》先進国は2010年までに輸出補助金を50％削減し，13年までに  

撤廃すること②輸出信用，輸出信用保証又は輸出信用保険，農業輸出国家貿易企業，国際食料援助  

は別途定められた規律にしたがうこと③先進国は，綿花輸出に関する補助金を撤廃すること，など  

である。上記3分野について途上国は異なる基準が設けられている。   

農業委員会「議長テキスト」をめぐっては，アメリカが「国内支持」について譲歩する姿勢をみ  

せなかったこと，G20が強く批判したことなどから合意には至らなかった。   

さて，横山論文は07年までの報告である。その後の経過を若干補足する。08年2月，「第三次モ  

ダニティ案」が出された。7月，閣僚会議に至るも対立は続き，交渉打ち切り寸前に，ラミー事務  

局長から「事務局長裁定案」が提示されたがこれも合意に至らなかった。   

WTO農業交渉は別の要因で決裂した。途上国向の特別セーフ・ガード（緊急輸入制限措置）につ  

いて，「裁定案」では輸入量が基準の140％を越えたとき発動できるとしたが，インドがこれに反対  

し，中国がインドを後押しして，結局，交渉は決裂した。その後，公式閣僚会議（09年11月），「現  

状評価」の会合（10年3月）を開くも再開の目処は立っていない。   

次に横山論文は，農業交渉をにらんで進められてきたアメリカ，EU，日本の「農政改革」を紹介  

している。  

（1）アメリカの「農政改革」  

1973年農業法以降，アメリカ農政は，生産者の生産調整への参加を条件として，生産コストを基  

準として決定される「目標価格」と市場価格との差額を政府が補填する「不足払い」を「国内支持」  

の根幹としてきた（「青の政策」）。  

1996年農業法はこの枠組みを大きく変えた。それまでの生産調整参加を条件にしていた不足払い  

を廃止し，作付を自由にするとともに過去の作付実績に基づく7年間の「固定支払」に代えたので  

ある（「青の政策」から「緑の政策」へ）。   

しかし，その後，国際穀物価格が低迷して農家の所得が減少したため，98年から2001年にかけて  

計4回，総額273億ドルの追加支援が行われた。これについてアメリカはWTOに「黄の政策」と  

して通報したものの，デミニミスに含まれるとして総合AMSにはカウントしなかった。   

2002年農業法は，96年農業法の作付自由・固定支払を引き継ぐとともに，新たに「価格変動型固  

定支払」を導入した。これは，各農家に対する固定支払を行っても目標価格に達しない場合，過去  

の生産量に基づいて，その差額を補填するものである。これをアメリカはデミニミスとしてWTO  

に通告したが，WTOドーハラウンドではデミニミスに対する風当たりが強く，アメリカは（EUと  

ともに）「生産が求められない直接支払い」を「緑の政策」に入れるよう要求している。しかし「青  

の政策」の追加規定は，アメリカの都合によるものである。輸出産業としてのアメリカ農業におい  

て固定支払いと価格変動不足払いとは，実質的には輸出補助金として機能している。そのため，ア  

メリカ以外の各国は，「青の政策」の追加支払いに対して「生産調整の下での直接支払」という従来  

の「青の政策」以上の強い規制をかけるべきと批判している。  

（2）EUの「農政改革」   

EUの農政は1960年代半ば以降，CAP（共通農業政策）を中心に行われてきた。それは，強力な  

国境措置＝「可変課徴金制度」によって域外農産物の域内流入を阻止するとともに，介入価格を設   
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定して生産者価格を保障するものであった。さらに，域内の生産物量が増加し過剰になると，輸出  

補助金を支出して域内過剰分を処理した。この輸出補助金付き輸出がアメリカとの間で摩擦を引き  

起こしてきたのである。  

1992年のCAP改革は，輸出補助金を下げるため介入価格を引き下げるとともに，生産調整への参  

加者に引き下げ分の差額を「直接支払」とした（「青の政策」）。99年改革は介入価格をさらに引き下  

げ，引き下げ分の50％について従来の直接支払に上乗せした。   

2003年「中間見直し」に基づくCAP改革（04～13年）は，それまで生産要素とリンクしていた  

直接支払を生産要素から切り離し，過去（00～02年）の生産実績を基準とした支払いに変えた。直  

接支払の75％は生産要素と切り離されているので「緑の政策」へ移行し，25％は生産要素にリンク  

するので「青の政策」のままである。   

CAP改革の特徴は，途上国が「青の政策」の継続に難色を示していることを睨んで，域内農業の  

「国内支持」を維持するため，CAPを全体として「緑の政策」ヘシフトさせようとしたことである。  

（3）日本の「農政改革」   

日本農政は，ポストGURを脱み，1992年に「食料・農業・農村政策の方向」（以下，新政策）を  

まとめた。新政策は日本農政を新自由主義的な「規制緩和・市場原理導入」農政転換と「効率的か  

つ安定的な農業経営」を創設する農政指針を謳ったものである。   

新政策を受けて，1993年には「農業経営基盤強化促進法」によって認定農業者制度が創設された。  

95年には「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法」（新食糧法）が施行（食糧管理法は廃止）さ  

れ，米生産・流通に対する政府の関与が大幅に縮小された。さらに97年の「新たな米政策大綱」で  

は，政府の米買い入れを備蓄米に限定した（「緑の政策」に移行）。99年には，「食料・農業・農村政  

策基本法」を制定した。それと前後して「新たな麦政策大綱」「新たな大豆政策大綱」を制定した。  

これは，農産物の価格形成を市場流通に委ね，生産者には別の保障を行うものである。さきの「新  

たな米政策大綱」でも同様に，自主流通米入札取引価格の値幅制限が廃止され，その代替として入  

札取引価格が下落した場合，下落率の8割の補填を行う「経営安定対策」が導入された（「青の政策」  

に移行）   

そして05年の「経営所得安定対策等大綱」に基づき，07年より「品目横断的経営安定対策」とい  

う各農業経営への直接支払政策が導入された。それは「生産条件不利補正対策」と「収入減少影響  

緩和対策」という二つの施策からなり，前者は麦・大豆・甜菜・淫粉原料馬鈴薯について輸入農産  

物とのコスト差を補填するため過去の作付実績を主たる基準（70％一「緑の政策」，残りの30％  

は「黄の政策」）として支払うもの，後者は上記4品目に米を加えた5品目について各経営の収入が  

減少した際にその9割を補填するというものである。「品目横断的経営安定対策」の対象経営は，都  

府県4ha，北海道10ha以上の認定農業者及び20ha以上の集落営農組織に限定している。   

つまり，現段階における日本の農政は，一方ではWTO対応の側面を持ちつつ，他方では「構造  

政策の推進」という二つの面をもっているのである。  

以上の経過をまとめて横山氏はこう締めくくっている。「WTO農業交渉をめぐる全体状況から見  

えてくるものは……農業分野についても自由貿易を積極的に推進しようとする各国の姿勢ではな  

く，自由貿易を唱えつつも，一方では可能な限り国内農業を保護しようとする…各国の思惑である。   
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これは農業グローバリゼーションが進んだとはいえ，国民国家が厳然として存在し，その国民経済  

の一応の総括単位として国際的な政治・経済が動いている世界史の現段階において，農業は自由貿  

易に馴染みにくい現実をあらためて示すものとなっている」（横山論文73頁）。  

3）多国籍アグリビジネスと世界農業問題一久野秀二論文   

久野論文の課題は，多国籍アグリビジネスの事業展開を考察しながら「資本による農業・食料の  

包摂」の今日的構造と矛盾を明らかにし，その対抗軸を見定めることにある。その際，グローバル  

規模で展開する多国籍アグリビジネスも，常に国家・国家間関係によって媒介・調整されることに  

注目する。   

まず，これまでのアグリビジネス研究を総括しながら本稿課題に接近する。わが国のアグリビジ  

ネス研究の課題として次の三点を挙げる。第一は，欧米で展開されている農業・食料社会学の理論  

装置・理論潮流（フードレジーム論，フードシステム論，フードネットワーク論）と切り結んだ研  

究が十分でなかったこと。第二に，多国籍アグリビジネスの世界的展開と，各国国家，国際機関や  

国際的産業団体，国際NGOなどとの関連分析が不十分であったこと。第三は，アグリビジネスに対  

する社会的抵抗運動＝対抗軸の問題提起を理論的・実証的に補強していく課題である。   

以上の研究課題を踏まえ，最近におけるアグリビジネスの事業展開の特徴をみる。H．フリードマ  

ンは「フードシステム」概念とともに「農業・食料複合体」概念を措定した。「農業・食料複合体」  

は，「工業化・グローバル化」した「国境を越えた商品連鎖」の農業とエ業の結びつき，農民・企業・  

労働者・消費者の複雑な結びつきに着目したものであり，具体的には（》小麦複合体②家畜＝飼料複  

合体③耐久食品複合体などがある。このようなアグリビジネスの成長と農業・食品技術の発展の結  

果，食料市場は成熟・過剰化し，やがて業界の業績は悪化し，その結果さらなる「エ業化・グロー  

バル化」の拡張・深化をもたらした。すなわち，①食品連鎖の拡張・多元化とそれに応じた垂直的  

調整め強化，および②対外直接投資の拡大による生産拠点の多元化を通じた資本蓄積機会の再編的  

拡大である。（∋の例としてM＆Aを通じた農薬・種子産業をと▲りあげる。農薬業界は今日（05年）  

では，バイオメジャー6社が世界市場の8割以上を占める。カーギルをはじめとする穀物メジャー  

は，穀物流通事業から穀物加工事業や食肉事業へと多角的戦略を追及してきた。カーギルのアメリ  

カ市場シェアーは，穀物製粉で1位，大豆製油で2位，牛肉パッカーで2位，七面鳥で1位，家畜  

飼料で2位となっている。②の例，近年，アメリカ系アグリビジネスの欧州進出，逆に欧州系アグ  

リビジネスの北米市場への進出が目覚ましい。また，農業生産財業界，農業機械業界，化学肥料業  

界，食品加工，小売業界の生産・輸出拠点の多元化，グローバル化も顕著になってきた。さらに，  

消費者意識が高まりグローバリズムに対する社会的対抗運動がおこるにつれ，消費者の安全・健康  

志向に対応したビジネスの事業展開も行われるようになってきた。   

次に，農業・食料のグローバル・ガバナンスと「規制」をめぐる動きである。1970～80年代まで  

の国内価格支持，輸出補助金政策は国内資本蓄積戦略に，80～90年代以降の新自由主義的農政転換  

はアグリビジネスの今日的戦略に適合的であった。とはいえ，そこで目指されているのは，文字通  

り自由貿易体制ではなく，先進輸出国の農業保護が温存される一方で，輸入国や途上国の保護が緩  

和・撤廃されるという不公平な貿易体制でしかなかった。さらに，GUR合意やWTO協定が，TBT  

協定，SPS協定，TRIPs協定，GATs協定など商品貿易以外の領域に踏み込んだのは，そういった   
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枠組みがアグリビジネスの戦略に必要だったからである。しかも，そこに示されたグローバル・ス  

タンダードはアメリカ政府が主導的に媒介したアメリカン・スタンダードであった。   

アグリビジネスが，政策形成過程に企業利益を反映させる手段には，（D政治資金を利用した政党・  

議員への働きかけ②ロビー活動を通じた政党・議員や政府・政府機関への働きかけ③シンクタンク  

を利用した情報提供・政策分析・政策提言や広告会社を利用した世論操作④「回転ドアー」と呼ば  

れる直接的な人事交流，などがある。BSEやGMO問題を機に，企業活動に対する消費者や市民社  

会の関心が高まり，NGO等による監視や情報開示への取り組みが活発になるにつれ，企業側の自主  

的対応も生まれ，公的規制から自主規制への流れが生まれてきた。   

また，有機食品やフェアトレードなどの分野にも，企業イメージの向上や「企業の社会的責任論」  

方策のために，アグリビジネスの参入が相次ぎ「食と農」をめぐる対抗軸は錯綜している。例えば  

有機食品市場である。有機食品市場は，2006年には386億ドルと2000年の180億ドルから倍増し  

た。市場の半分はEUが占める。農業総生産額に占める割合はEUでまだ4％にとどまっているが，  

市場規模は年10数％の伸び率である。この市場にアグリビジネスが見逃すはずはない。しかも，認  

証制度や表示規則が整備されると小売段階での販売も可能となった。06年，廉売型巨大小売企業  

ウォルマートが低価格有機食品を販売し，アメリカ国内で約3，400店舗，海外をふくめ約6，000店  

舗で取り扱っている。   

フェアトレード（FT）にもアグリビジネスは参入する。FTとは，「国際取引を通じて，より大き  

な公平性を追及する，対話・透明性・尊重に基づく公益パートナーシップで，とくに途上国の生産  

者や労働者により良い交易条件を提示し，彼らの権利を保障することによって持続的発展に貢献す  

ることを目指す」ものである。1997年には国際フェアトレード・ラベリング機構（FLO）が設立さ  

れ，国際的に統一された認証ラベルが誕生した。FLOによるとFTの販売額も，2007年には12．7  

ユーロ（32．6億ドル）になり，最近5カ年で年平均40％増した。品目の主なものは，コーヒー，紅  

茶，カカオ，バナナである。ところが，近年，FT商品の市場拡大がビジネスチャンスとして追及さ  

れてきたため，本来の「顔の見える関係」が疎かにされる傾向が生じてきた。かつてFTを批判し  

てきたネッスルなどがFTに参入してきたためである。   

有機食品やFTへの取り組みにアグリビジネスが参入するようになった結果，グローバリズムを  

進めるアグリビジネスと，オルタナティブ・対抗軸をどこで見定めるかが，理論的・実践的に試さ  

れることになった。対抗戦略の重要概念のひとつは「品質」であり，もうひとつは「ローカル化」  

（農業地域・農村社会の活性化）である。とくに，「ローカル化」は，「食と農のあるべき姿」「地域  

に根差した食生活」「グローバル化により分断された生産者と消費者の関係を再構築」する運動とし  

て大切である。具体的には，ファマーズマーケット，地産地消，産直運動，スローフード運動，「顔  

の見える」FT運動などである。これらオルタナティブな取り組みが，必ずしもシステムの「地殻変  

動」を引き起こすわけではない。しかし，そうした改革が「資本主義の岩盤にまで及ぶもの」「社会  

の全面的改革を必要とするもの」であることを確認しつつ，「国家，企業，社会運動，そして市民が，  

私的機関，公的機関，自発的に組織された諸機関の間での権力配分をめぐって闘争する，新たな時  

代の到来」が展望されるのである。   
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2．農産物貿易の動向とWTO農業交渉  

WTO農業交渉の背景と世界農業問題の物質的基礎を把握するために，近年の農産物貿易，世界農  

業の動向を確認しておこう。この作業は，加瀬論文の作図を利用しながら行うが，論文とは違う組  

み立てである。  

表1は，1970年代初頭から21世紀までの世界の総人口と「経済活動人口」の地域別推移である。  

この30年間に世界全体で総人口は23．8億人増加し，「経済活動人口」は13．0億人（75％），「農業  

経済活動人口」（以下「農業人口」）も12．4億人（39％）と大きく増加している。だが，「農業人口」  

は先進国が8．6千万人から4．5千万へと47％も減少しているのに対して，途上国は8．7億人から  

12．9億人へとむしろ増加している。また，「農業人口割合」も先進国が17．1％から6．8％へと激減し  

ているのに対して，途上国は71，0％から54．2％へと減少しているもののなお，「農業人口」が過半  

を占めている。途上国の「農業人口」が増加し「農業人口割合」が過半を占めているという中で，  

「農業人口割合」が僅かな先進国がWTO農業交渉の主導をしている。こういう構造がこの30年間  

の世界農業問題の核心であり，矛盾の元凶であることを確認しておこう。つまり，農業グローバリ  

ズムとはいっても，世界人口の過半数近くが農業（生業）を営んでいる中で圧倒的少数の商業的農  

業を営む輸出先進国が補助金を使って世界を振り回している。その先進国は，また，アメリカを中  

心とした一握りのアグリビジネスに振り回されているのである。  

表1経済活動人口（農業）の動向（地域別）  （単位：100万人，％）  

総人口  
経済活動人口  経済活動人口（農業）  農業割合  

（a）  （b）  （b）／（a）  

①   ③   ①   ③   ◎  増減率  回   
71～73  01～03  71～73  01～03  71～73  01～03  （む→③   

③  

世界   3，843  6，225  1，734  3，037   960  1，333  38．8  55．4  43．9   

先進国   1，098  1，325   503   661   86   45  ▲47．4  17．1   6．8   

途上国   2，745  4，900  1，231  2，376   874  1，288  47．3  71．0  54．2   

北米   236   322   103   166   5   3  ▲28．3   4．9   1．8   

西欧   355   392   152   184   19   7  ▲61．0  12．5   3．8   

アジア（先進）   110   134   55   71   10   3  ▲74．3  18．2   4．2   

オセアニア   20   32   9   16   2   3  50．0  22．2  18．9   

アジア（途上）  2，088  3，568   972  1，799   712  1，040  46．0  73．3  57．8   

アフリカ   377   832   163   360   122   204  67．4  74．8  56．7   

中米   98   178   32   75   14   17  21．4  43．8  22．7   

南米   202   357   70   156   27   26  ▲3．7  38．6  16．7   

中国   876  1，302   457   780   353   511  44．8  77．2  65．5   

インド   581  1，049   254   460   183   270  47．8  72．0  58．7   

注：1）（a）の「経済活動人口」は「雇用者，自己勘定職業者，有給被雇用者あるいは家族農場・営業無給従事者のいずれかを問  
わず，経済活動に現に従事しているか若しくは職を求めているすべての人々」と定義されている（FAO資料より）。  
2）（b）の経済活動人口（農業）には，「主として農業，林業，狩猟業または漁業に従事するすべての経済活動人口が含まれる」  

（同上）。  
3）「農業割合」は経済活動人口の合計（a）に占める「農業」（b）の割合（％）である。  
4）計数は三カ年平均である。▲印はマイナスである。  
5）FAOSTATの計数より。  

出典）加瀬論文27頁   
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表2 食料農作物の輸出動向（類別）  （単位：万t，百万ドル）  

②  ③  （D－（診  ②一③  
1971～73年  1981～83年  2001～03年  （％）  （％）  

輸出立  輸出額  輸出量  輸出額  輸出虫  輸出額  虫   額   虫   額   

穀  物  13，898  11，606  22，634  38，686  27，483  38，104   6．3  23．3   1．1  ▲0．1   

油粒種子  2，048  3，351  3，438  9，894  7，582  17，450  6．8  19．5  6．0  3．8   

肉  類  683  7，170  1，035  19，614  2，632  46，891   5．2  17．4   7．7  7．0   

乳製品  2，475  3，472  4，318  12，773  7，453  29，042   7．5  26．8  3．6  6．4   

野菜類  631  1，274   921  3，710  2，518  15，678  4．6  19．1   8．7  16．1   

果実類  1，867  2，893  2，148  7，882  4，398  23，006   1．5  17．3  5．2  9．6   

注：1）穀物は米，小麦，とうもろこし，その他粗粒穀物の合計である  

2）増減率は年平均（％）のものである。  
3）▲はマイナス。  
4）FAOSTATの計数より。  

出典）加瀬論文14頁   

表2は，世界の品目別・農産物の輸出動向である。1970年代は，果実を除いて穀物をはじめいず  

れの品目の輸出量も増大している。また，輸出額では，伝統的な穀物が農産物貿易の中で圧倒時な  

位置を占めている。だが，80年代になると穀物の輸出量が低迷し，逆に，肉類，野菜類，果実類，  

油糧種子が増大している。その結果，輸出額においては2001～03年平均では肉類が穀物を大幅に上  

回るとともに，乳製品や果実類なども穀物に接近している。世界の農産物貿易が，穀物から肉類，  

野菜類，果実類，油糧種子にシフトしたということは，世界農業・食料が極度に商品化・高度化・  

世界化し，農業の直接投資や開発輸入が進み，それだけアグリビジネスの活動領域が広がり，深まっ  

たということを意味する。   

表3は，農産物の大きな地域グループ別の純輸出入量の推移である。地域別にみると次のように  

なる。  

Ⅰ地域一北アメリカと西ヨーロッパー穀物・肉類・乳製品の純輸出，野菜類，果実類の純輸  

入地域（油糧種子は北アメリカ純輸出，西ヨーロッパ  

純輸入）  

ⅠⅠ地域一日本とイスラエルー穀物・油糧種子・肉類・乳製品・野菜類・果実類全ての純輸入  

地域  

ⅢⅠ地域－アフリカ，アジア・途上，中央アメリカー野菜類，果実類の純輸出地域，穀物，油  

糧種子，肉類，乳製品純輸入地域  

ⅠⅤ地域－オセアニア，南アメリカー穀物・油粒種子・肉類・乳製品・野菜類・果実類全ての  

純輸出地域   

これらの結果をまとめ，加瀬論文は世界の農業地域を次のように述べる。  

Ⅰ地域の北アメリカは，これまで世界の穀物輸出の中で圧倒的な位置を占めてきたが輸出虫は著  

しく減少させてきている。代わりに肉類ではそれまでの純輸入から純輸出へと転換している。同じ  

くⅠ地域の西ヨーロッパは，それまでの穀物輸入地域から80年代には純韓出地域への歴史的転換を  

果たしており，さらに肉類でも純輸出地域へと転換している。  

ⅠⅠ地域（日本とイスラエルだが数字上は日本を示している）は，穀物から果実類までの全ての純   
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表3 食料農産物の純輸出畳の推移（地域別）  （単位：1，000t）  

【Ⅰ】  【ⅠⅠ】   【ⅠⅠⅠ】  【ⅠⅤ】  

北アメリカ  西ヨー ロ 
アフリカ   

アジア  

ツパ   
中央アメ   南アメリカ  オセアニア   

（途上）   リカ  

74，133  ▲24，659  ▲17，177  ▲4，882  ▲21，020  ▲3，558  3，531  10，203  

穀  物   

③  89，445  5，818  ▲28，799  ▲43，953  ▲35，725  ▲21，897  6，846  15，528   

①  13，921  ▲11，213  ▲5，119  1，393   488   ▲65  1，016   196  

油糧種子                     ②  26，389  ▲17，170  ▲6，657   330  ▲2，124  ▲1，518  2，543   161  

③  33，355  ▲22，026  ▲8，242  ▲246  ▲25，720  ▲6，151  24，868   1，543   

（D  ▲934  ▲1，290  ▲449   116   92   31   872   1，459  

肉類計                       ▲439   376  ▲642  ▲337  ▲1，015  ▲148  1，114   1，664  

③  3，554  1，220  ▲2，706  ▲623  ▲1，884  ▲1，506  3，372  2，234   

671  3，913  ▲763  ▲1，563  ▲3，395  ▲1，539  ▲796  4，725  

乳製品計   

③   845  9，302  ▲1，707  ▲5，139  ▲13，376  ▲3，938   15  15，222   

▲751  ▲625   5   255   88   703   ▲14   

野菜類計   ▲59   94   28  1，048   39   80  

③  ▲2，863  ▲409  ▲748   484   900  3，319   217   468   

①  ▲1，761  ▲5，235  ▲314  1，785  1，287  3，613  1，760   204  

果実類計                       ▲2，259  ▲5，018  ▲309  1，667   560  3，702  2，415   157  

（診  ▲4，608  ▲5，668  ▲1，462  2，767   257  5，041  8，698   677   

注：1）①：1971～73年の三カ年平均，②：1981～83年の三カ年平均，③：2001～03年の三カ年平均。  
2）純輸出量は「輸出虫マイナス輸入量」である。▲印はマイナスである。  
3）ロシア，東欧は表示していない。また，中央アメリカはカリブ諸国を含む。  
4）FAOSTATの計数より。  

出典）加瀬論文15貢  

輸入地域である。なかでも，肉類，野菜類，果実類の輸入量が著しい。  

ⅠⅠⅠ地域（アフリカ，アジア・途上，中央アメリカ）は，穀物，油糧種子，肉類，乳製品のすべて  

にわたる純輸入地域，野菜類，果実類の純輸出地域であり，Ⅰ地域（北アメリカ，西ヨーロッパ）  

との見事な対照をなす。  

ⅠⅤ地域（オセアニア，南アメリカ）は，今日ではすべての農産物類の純輸出地域であり，すべて  

の品目の純輸入地域であるⅠⅠ地域とは対照的である。   

注意したいのはⅠⅠⅠグループの動向である。アフリカ，アジア・途上，中央アメリカの途上国グルー  

プとはいっても，表4のようにエ業化を基準に区分すると大きく分化しており，さらにいくつかの  

表4 途上国の輸出品と輸入食料品（類型別）  

類型別   主な輸出品   主な輸入食料品   対象国・地域   

南①：旧型   バナナ，コーヒーなどの  アジア，アフリカ，中南米   

非工業化  熱帯産晶   

南②：OPEC型   石油等の天然資源   穀物，畜産品   中近東諸国など   

南③：新型   工業製品   穀物，畜産品，食料品  アジアNIES，中国等   

工業化  

出典）加瀬論文20貢   
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タイプに分かれる。非工業化の旧来型（南（》）は，熱帯産品等の一次産品を先進国向けの主な輸出  

品とし，他方，穀類等の食料品をアメリカ，EU等先進国から輸入するタイプである。具体的には，  

工業化以前にある多くの旧植民地がこれに該当する。OPEC型（南（診）は，石油や鉱物資源を輸出  

し，先進国から穀類等の食料品を輸入するタイプである。新しい工業化型（南③）は，先進国から  

の資本＝外資導入による輸出主導型の工業化を基本としており，繊維・食料・電化製品・ME関連製  

品等を輸出し，先進国から穀類や畜産品等の食料品を輸入するタイプである。具体的には，アジア  

NIEsやASEAN諸国さらには90年代以降の中国が該当する。新しい工業化型の製品輸出の相手は  

先進国であり，なかでも制度的な歯止めを持たない基軸通貨国のアメリカが直接・間接の買い手と  

して圧倒的な地位を占める。さきに見た，アジアにおける畜産品や油糧種子等の純輸入量の急激な  

増大も，アメリカとその肥大化された経常赤字に主導された特異な国際関係がこれを支える。   

以上の農産物貿易構造の異なる4つのグループは，WTO農業交渉における各グループの対立構  

造でもある。  

ⅠグループのアメリカとEUは，先端農業技術を駆使して農業大国・輸出国として君臨し，対途  

上国，対輸入国としては相互に同調する。しかし，EUは伝統的な家族経営農業国として，農業の位  

置づけにおいて時にはアメリカとも矛盾をもたらす。  

Ⅰ・ⅠⅤグループとⅠⅠⅠグループの対立の陰に隠れがちなのが，ⅠⅠグループである。日本など先進輸  

入国はGlO（多面的機能グループ）を作って交渉に臨んではいるが，農産物輸出国Ⅰ・ⅠⅤグループ  

とも途上国ⅠⅠⅠグループとも矛盾・対立し，さらにEUがアメリカと妥協するようになってから（03  

年「アメリカ・EU共同ペーパー」）その立場は苦しい。そして，日本が主張する「農業の多面的機  

能論」は，一定程度評価できる農業哲学であるにせよ，世界各国なかんずく途上国から真の理解と  

協力が得られないのは，日本が「自由貿易」によって最大の利益を得ている現実があるからである。  

ⅠⅠⅠグループの動向は，微妙である。途上国グループとはいえ，先のタイプ南（∋，南（診，南③といっ  

た経済構造も農産物輸出入構造も異なる国が存在しているからである。今のところ，途上国グルー  

プは，先進国の農業保護の縮小・廃止と途上国への特別ルール・配慮という要求でまとまってはい  

るが，交渉の展開次第ではこのグループ内の矛盾をはらむ可能性もある。   

Ⅳグループはオセアニア，南アメリカであり，その代表はオーストラリアである。WTO農業交渉  

では，ケアンズグループを結成し，基本的にはアメリカと同調するが，同時に輸出補助金などをめ  

ぐってアメリカ・EUとも対立する。   

WTO農業交渉においての対立構造が鮮明なのはⅠ・ⅣグループとⅠⅠⅠグループである。それは，農  

業分野のみならず，工業製品輸出，知的所有権，貿易関連投資，サービスをめぐっての激しい対立  

もあるからである。ⅠⅠグループは，先述したように，農産物輸出国Ⅰ・ⅠⅤグループとも途上国Ⅲグ  

ループとも対立している。   

以上の基本的対立の構造を単純化すると次のようになる。  

（a）関税・国内支持の削減と輸出補助金の撤廃を求めるアメリカとケアンズグループ  

（b）関税・国内支持・輸出補助金の緩やか削減を求めるEUと日本，先進国輸入グループ  

（c）先進国に対して関税・国内支持の大幅削減及び輸出補助金撤廃，また途上国に対して特別ルー  

ルを求める途上国グループ   
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繰り返しになるが（a）のアメリカが「関税・国内支持の削減と輸出補助金の撤廃を求め」ている  

とはいえ，「自国の保護はいつも例外」ではある。   

図1は，農水省が公表したWTO農業交渉の構図，図2は，WTO農業交渉における主要国・グルー  

プの構図である。これらの図は，2007年7月段階での農水省の描いた構図であるが，交渉の経緯と  

ともに対立構図もグループの位置づけも微妙に変化している。図1では，EUが日本と同一歩調を  

とっているよう描かれているが，今日では必ずしもそうではない（特に03年以降）。また，図1で  

はケアンズグループの位置づけが不明である。ケアンズグループ，とりわけオーストラリアはアメ  

リカと基本的に同一歩調をとっているものの，輸出補助金に対してはアメリカに批判的である。と  

はいえ，この二つの図は，農産物純輸出入構造とWTO農業交渉の対立構造の大枠を示している。  

図1 WTO交渉の構図  

出典）農林水産省「WTO農業交渉をめぐる最近の動向」（2007年7月）   

3．「グローバル資本主義と農業」に関するいくつかの論点  

1）グローバル資本主義の歴史的位置と農業問題   

まず「グローバル資本主義と農業」に閲し解き明かさねばならぬ論点は，グローバル資本主義そ  

のものの歴史的位置とその中での農業あるいは農業問題の位置づけである。   

農業問題研究学会編の出版は2008年であり，おそらく執筆者たちはこの本の執筆直後に，いわゆ  

る「2008年世界金融経済危機」を知ったことであろう。とはいえ，たとえば加瀬論文は「世界金融  

経済危機」の到来を予言しているともいえ，理論の枠組みの確かさを伺わせる。  

「2008年世界金融経済危機」の性格は，未だ全面的に解明されているとはいえない。それが，「世  

界恐慌」であるのか否か（「世界恐慌」という概念の当否よりその歴史的・理論的把握），あるいは  

「金融危機と実体経済危機との関連如何」という大きな理論的課題も残されているようである1）。と   
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図2 WTO農業交渉の主要国・グループの構図  

【輸入国】  

【輸出国】  
出典）図1と同じ  
（注1）GlO構成国：日本，スイス，ノルウェー，韓国，台湾，アイスランド，イスラエル，リヒテンシュタイン，モーリシャス  
（注2）◎印を付した米国，EU，ブラジル，インド，豪州，日本は，G6のメンバー国  

はいえ，「世界金融経済危機」は，1971年から始まる今日のグローバル資本主義の矛盾の爆発である  

ことは確かである。加瀬論文は，今日のグローバル資本主義は「世界資本主義の危機」の中で「第  

3の画期」と位置付けた。この危機は，資本主義そのものの存亡の危機（死滅）に連なるのであろ  

うか。あるいは，危機の「第4の画期」はあるのか，それはどのような矛盾の性格をともなって展  

開するのか。まさに，「問題は資本主義の歴史的位置」2），人類史的位置に関することなのである。   

周知のように，マルクスはF資本論』第1巻第24章第7節「資本主義的蓄積の歴史的傾向」の中  

で「資本主義的私的所有の弔鐘が鳴る。収奪者が収奪される」論理を「否定の否定」の法則とした。  

すなわち，「資本主義的生産は，自然過程の必然性をもってそれ自身の否定を生み出す。これは否定  

の否定である」3）。   

また，原田三郎氏によると，レーニンは『帝国主義』の中で，「帝国主義」の本質規定として三点  

挙げた。すなわち，純経済的特質に関する第一規定＝独占資本主義（第1～7章），社会的階級的特  

質に関する第二規定＝寄生性な資本主義（第8～9章），歴史的特質に関する第三規定＝過渡的ない  

し死滅しつつある資本主義（第10章）である4）。では，マルクスの「否定の否定」法則やレーニン  

の「資本主義の過渡性，死滅性」競走と今日のグローバル資本主義はどのようにかかわるのか。原  

田氏は『帝国主義』の第三規定，「過渡的ないし死滅しつつある資本主義」こそ「根本的に資本論の  

『否定の否定』の具体的展開をなすものである」5），とした。当然ながら，今日のグローバル資本主  

義もこの論理の上で組み立てて然るべきであろう。とはいえ，どのような論理を媒介にして？   

新自由主義経済学の台頭そして「冷戦体制の崩壊」以降，現代資本主義と「否定の否定」や「資  

本主義の死滅性」の論理と切り結んだ「大胆な議論」はあまり見あたらなくなった。その中で大月  

氏は「資本主義の危機は，歴史的，巨視的に理解すべきではないか…。資本主義は成立とともに恐   
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慌という形でその矛盾を示してきた。しかし，それとともに様々な延命策を次々と考え出してきた。  

今次危機の中心は金融である」。今必要なことは「経済の金融化とその破綻を資本主義の歴史的発展  

の中で位置づけて理解することではないだろうか」6）と提起した。本稿がこの難題を解明する，ある  

いは課題に接近するということでは，残念ながらない。とはいえ，「資本主義の死滅性」にかかわる  

論点としての「グローバル資本主義と農業（あるいは農業問題）」を位置づける議論は必要である。   

農業問題研究学会編の著作は，「資本による農業・食料の包摂の今日的構造と矛盾」（久野論文）  

を明らかしようとした。グローバル資本主義は，各国の最大の保護産業であるべき農業にまで「市  

場原理」を求め，各国農業に暴力的変革を求め，多国籍穀物メジャーをはじめとするアグリビジネ  

スの活動条件を整え，その結果，各国間の経済的不均衡は拡大し，貧富の差を地球大に拡大し，諸  

矛盾を極限にまで広げてきた。グローバリゼーションとは，結局，全世界的規模での「自然と人間  

の破壊」の上に世界的規模での金融資本の運動の場を創造することである。   

そもそも，農業とは，自然・風土に規定されて営まれるものであり，農業とグローバリズムは調  

和的ではないし，それは根源的には，「自然・人間と資本」の矛盾として現われる。本稿第2章でみ  

たように，今日においてもなお世界の過半数近くが大地に根を這り生活する農業（生業）を営んで  

おり，その中で圧倒的少数の商業的農業を営む先進国（そのまた一部の多国籍アグリビジネスが）  

が世界を支配しようとしているのである。農業生産はそれぞれの国の独自性・特殊性の中に存在す  

る。自然と人間を破壊するということは，人類史的にみれば，資本が自らの活動領域を壊し，資本  

の社会的生活基盤を奪って活動の場を広げていくこと，つまり「自分で自分の首を締める」ことを  

意味する。  

本稿の「はじめに」で「貿易交渉において国家間で最も調整困難なのが農業であるが，それは何  

故かが問われている」と述べた。そこで，いささか抽象的ではあるがこの間題の解明を試みよう。  

まず，「経済グローバリズムとは何か」についての俗説について検討し，その中で同じ生産物貿易で  

も農業生産物と工業生産物とは違うことを確かめよう。   

通常，経済グローバリズムとは「ヒト，モノ，カネが国境を越えて地球的規模で運動すること」  

とされる。「サービス，情報」も，経済グローバリズムの大事な要素であるがとりあえず省く。問題  

は「ヒト，モノ，カネ」である。実は「ヒト」，「モノ」，「カネ」のグローバル化といってもそれぞ  

れの経済的意味内容は根本的に異なる。   

まず「ヒト」である。「ヒト」が国境を越えて移動するという場合，観光旅行や出張・調査・交流・  

親善活動等で移動することはともかく，労働力商品として国境を移動する場合は大きな公的・社会  

政治的規制がある。「ヒト」の移動と「カネ」，「モノ」の移動とでは本質的な違いがあるのである。  

この点，村岡氏の論文を援用しておこう。「世界市場」の用語が示すように，ー‾（マルクスは）生産物  

市場は本来的にグローバルな展開を遂げるのに対して，労働市場は国民単位で成立する」のであっ  

て「世界市場は，生産物市場と労働市場の範囲が一致しない市場である，とみていた」。従って「ヒ  

トの往来が増えたことと，ヒトの労働力としての移動との混同」は「初歩的なミス」なのである7）。   

マルクスのかの『経済学批判序言』のプランによれば，「プルジュア経済の体制」は「資本，土地  

所有，賃労働；国家，対外商業，世界市場という順序で考察する」8）。土地所有のあとに賃労働がく  

ることの意味は何か。労働力商品である「ヒト」＝賃労働は，歴史的にも理論的にも土地所有を媒介   
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にして生み出されるのである。そして現実の賃労働は，土地・農業生産の紐帯を多かれ少なかれ持っ  

ている。発達した資本主義諸国での質労働は，土地所有から基本的に切り離されているとはいえ，  

生活手段である農産物は地域性＝土地所有・農業とのかかわりを持つ。労働力は，土地所有・農業  

という人間存在とむすびついているという点からみても「カネ」，「モノ」とは異なるのである。   

次に「モノ」である。「モノ」が国境を越える場合にも国境措置（関税や非関税障壁）がある。さ  

らに，生産物市場といっても工業生産物と農業生産物とではその社会的・経済的意味内容は異なる。  

WTO農業交渉における農業生産物の（工業生産物に比べての）障害については，本稿で見てきたと  

おりである。農業生産物は，たしかに，一部では，近代農業技術・バイテク技術を駆使した極度の  

商品化・世界性をもつようになったが，本源的に自然・風土に規定されて営まれ，人間存在（「ヒト」）  

と深く結びついている。農業生産物である食糧（食料）は，単なる商品ではなく，生活の糧，命の  

根源である。   

最後に「カネ」である。もちろん「カネ」の国境を越えた動きにもさまざまな公的規制は存在す  

る。しかし，「カネ」は商品の中で本来最も世界性をもっており，「ヒト」，「モノ」に比べはるかに  

自由に移動できる。1980年代以降の，世界的な金融規制の緩和と「国際金融複合体」による「金融  

肥大化メカニズム」（加瀬論文）が，世界の「カネ」を暴走させ，今日の「世界金融経済危機」を招  

いた。経済グローバリズムとは，まずもって金融グローバリズムのことである。   

以上のように，「ヒト， モノ，カネ，が国境を越えて地球的規模で運動する」とはいっても，それ  

ぞれの経済的内容は異なり，さらに同じ「モノの国境を越えた移動」とはいっても工業製品と農産  

物とでは異なる。したがって経済グローバリズムは「ヒト，モノ，カネの移動」との表現は，あま  

りに単純化された誤解を与える表現である。   

ヒト，モノ・農業生産物，モノ・工業生産物，カネのグローバル化は，それぞれ質的な違いがあ  

るのである。   

近代国民国家は，本来的に，資本蓄積の進行によりその内部に利害の対立，矛盾する諸階級・諸  

階層を統合・調整する役割を担う。「多面的機能」を持つ農業は，国民国家の統合機能において不可  

欠である。また，先進国の農業人口割合は急激に減少しているとはいえ，農業・農民の国民統合機  

能は存在する。グローバル時代の国民国家は，急激に広がる世界市場に対応した国内労働市場の確  

立・安定を図る責務，国民統合機能として農民を社会階層の中で引きつける役割は依然として大き  

い。  

2）WTO農業交渉とせ界農業問題   

まず，WTO農業交渉の経過から見えてくるものを確認しよう。   

ⅥrTO農業交渉はその成立（1995年）から15年，ドーハラウンド立ち上lデ（2001年）から9年が  

経過しているが，未だ合意の目途は立っていない（2010年9月現在）。GUR交渉も難航したが，あ  

しかけ8年で合意に至った。WTO農業交渉では，農業保護政策の鮪小や協定上の例外規定の厳格化  

などを課題としたが，交渉の経過を振り返ると提案一決裂・中断一調整一修正提案一決  

裂・中断…の繰り返しであり，数値目標（モダニテイ）はその都度複雑・帯緻になり，数値目標が  

複雑・精緻になればなるほど交渉は困難になってきたように思われる。   

交渉が難航した要因はいくつかあるが，ここでは二つの大きな要因を挙げておこう。   



18（18）  経済と経営 41巻1号   

第一は，途上国グループがWTO農業交渉の主役のひとりになったこと，また交渉の場面によっ  

ては主導権を握ったこと。第二は，GURに引き続きWTO農業交渉を主導したのが先進国なかんず  

く農産物輸出国のアメリカ・EUであり，GUR合意内容も，したがってWTO農業交渉も先進輸出  

国に有利な筋書きで進められたことである。  

第一の途上国グループの役割である。GURでは，アメリカ対EU，先進輸出国対先進輸入国といっ  

た先進国同士の対立が交渉を難航させた。これに対して，WTO農業交渉では「先進国の利益だけが  

通った」GUR時代とは異なり途上国が交渉の主役のひとりになったのである。WTO農業交渉でも，  

G20，G90，G33（SPフレンズ），ACP（アフリカ・カリブ・太平洋諸国グループ）とグループを結  

成し交渉に当たるとともに，インド，ブラジルがG4・G6という主要国交渉グループに入っている。  

今や，WTO加盟153ケ国（2010年7月現在）中途上国は80％を超える勢力である。途上国やそれ  

と連携する先進国のNGO（農業・消費者団体，環境・人権・女性・動物愛護団体等）の発言力や影  

響力が格段に強まったのである。   

このことを鮮明に印象づけたのは，シアトルで行われた第三回閣僚会議（1999年）であった。シ  

アトル会議が決裂したのはアメリカとEUの対立やアメリカ国内でのWTOへの反発もあるが，途  

上国と途上国を支援する世界のNGOが決定的な役割を果たした。また，カンタンで行われた第五回  

閣僚会議（2003年）では，綿花禰助金の撤廃を要求する西アフリカ諸国とアメリカとの対立が閣僚  

会議を決裂させた要因のひとつである。また今回の新ラウンドはドーハラウンドとよばれているが，  

ドーハラウンドの正式名称は「ドーハ開発アジェンダ」であり，途上国への配慮が一つの焦点になっ  

ている。   

本稿第2章でみたように，途上国の「農業人口」が増加し今も世界の過半数近くが農業（生業）  

をいとなんでいる。「農業人口割合」のわずかな輸出先進国が穀物を補助金つきで輸出し，穀物を自  

給できない国を抱える途上国グループとの対立がWTO農業交渉の底流にあるのである。   

しかし，先述のように途上国グループといっても一枚岩ではない。途上国グループとはいえ，加  

瀬論文でみたように，途上国の内部で経済構造・農産物輸出入構造が大きく異なる国家群が存在し  

ているからである（南①，南②，南③）。途上国グループの中に，農産物だけみても純輸出国，純輸  

入国，自給のできない国とがある。実際，WTO農業交渉で，たとえば有力途上国G20の中心メン  

バーであるブラジルはケアンズグループにも入っている。南アメリカ・アジアでケアンズグループ  

と途上国グループの二つのグループに入っている国は多い。また，韓国はGlO（多面的機能グルー  

プ）に入りつつ途上国グループ（G33）にも入っている。今のところ，途上国グループは，先進国の  

国内農業保護の縮小・廃止と途上国への特別ルール・配慮という要求でまとまってはいるが， 交渉  

の展開次第ではこのグループ内の矛盾をはらむ可能性もある。   

第二の，WTO農業交渉を主導してきたのが農産物輸出先進国のアメリカ・EUということについ  

てである。   

GURの性格は「輸出国本位」（横山論文），先進輸出国優位の「不公平な貿易体制でしかない」（久  

野論文）のであり，そのことがWTO農業交渉を混乱させた最大の要因である。第二次大戦後の農  

産物貿易の特徴は，先進国が農業輸出国，途上国が農産物国という図式になったという点で，それ   
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以前の歴史とは異にする。とくに，1980年代にEUが農産物輸出国に変ってからは，GUR・WTO  

交渉においても先進国（農産物）の過剰処理をめぐっての市場分割闘争が焦点になってきた。   

WTO協定とその実施過程は，通常，「国際化」「自由貿易」と呼ばれ，そこでの国際規律は「グロー  

バル・スタンダード」と呼ばれる。しかし今日の農業グローバリズムを推し進めた直接的契機は，  

1980年代からの世界農業恐慌の第3局面ともいうべき先進輸出国の穀物過剰にあり，輸出国の過剰  

を輸入国を含めた全世界に押し付けることにあった。WTO農業交渉は出発点から「農産物輸出国に  

とっての管理貿易の強化」，「輸出国スタンダードの押し付け」であり，農業保護削減のための「政  

府権限の強化」でしかなかった。その意味では，WTO農業交渉は「普遍的」な「国際化」，「自由貿  

易」の推進ではなく（そんなものは存在しない），先進国に都合のよい自由化，国際規律の強化でし  

かない。   

WTO農業交渉は，GURの最終合意の三分野（「市場アクセス」「国内支持」「輸出競争」）での，  

GURを上回る規制・規律の強化を目標にした。このうち「国内支持」については，国内政策を「緑  

の政策」「青の政策」「黄の政策」に分け，「貴の政策」について所定算定方式で計算された総合AMS  

（助成合計総量）の削減を定めている（デミニミスを含め）。   

先進国は，一方では，総合AMS，デミニミス，ミニマムアクセス，「緑の政策」・「青の政策」，「市  

場アクセス」，「輸出競争」等の内容を自国に都合のよいように「解釈」しつつ，他方では「農政改  

革」によって，「黄の政策」から「青の政策」「緑の政策」へ，「青の政策」から「緑の政策」へと「涙  

ぐましい努力」を重ねてきたのである。   

まことWTO農業交渉をめぐる全体状況から見えてくるものは「自由貿易を唱えつつも，一方で  

は可能な限り国内農業を保護しようとする…各国の思惑」（横山論文）なのである。   

そもそも先進国にとってのWTO交渉は，工業貿易推進化のためのグローバル化推進要求と自国  

農業を保護せざるを得ないという本質的なジレンマをもっているのである。   

WTO農業交渉の運営が困難なこと，「調整できない」ことの中に世界農業問題が存在する。  

3）グローバル資本主義と国家  

「グローバル資本主義と農業」と関連して，つぎに解き明かさねばならない論点は，グローバル時  

代の「資本と国家」との関連如何である。   

先の久野論文，横山論文でも「グローバル資本主義と国家」に関する重要な問題提起をしている。  

特に久野論文は，多国籍アグリビジネス分析においての国家・国家間関係の役割を重視する。  

「資本と国家」について，まず確認しなければならないのは「国家機能の強化・拡大」についてで  

ある。経済グローバル化が進むにつれて，国家の経済的役割が減少してきたとする見解が増えてき  

た。「多国籍」と冠のつくアグリビジネスが世界を支配する傾向もこの議論に輪をかけている。「多  

国寿」なアグリビジネスといえども，資本は「依然として国家・国家簡閲係によって政治的に媒介  

されなければならない存在である」（久野論文）。さらに久野氏は「グローバリゼーションが国家の  

『退場』や『空洞化』を招き，国家・国家間関係を超超したグローバル資本主義が一路形成される  

という考え」（久野論文97頁）には立たないとしている。中野一新氏は「経済のグローバル化は，  

国家の役割を極小化させたという見解が一部にあるものの，…多国寿企業段階に照応した国家の新  

たな役割が厳然として存在することを確認することができよう」9）と述べている。今日の資本主義に   
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おける「国家の新たな役割」とは何か。  

「資本と国家」とは，「歴史的にも理論的にも，本来それぞれ別個の存在でありながらも資本主義  

社会の存立にとって…不可分のもの」であり，近代国家の確立によって資本は自由な運動を内外に  

展開できる「社会的基盤を確保できるのである」10〉。また，国家は，資本の自由な運動を保証する単  

なる「枠組み」にとどまるものではなく，対外的にも展開していく。独占段階になると，巨大な生  

産能力に対応した巨大な市場が必要になる。「資本と国家」とは，それぞれ別々にではあるが国内的  

にも国外的にも「市場の拡大」と「国家の領域拡大」を求め展開するのである。今日のグローバリ  

ゼーションは，国家の領域拡大を待たずに市場拡大を推し進めており，「資本と国家」は相互依存を  

強めながらも矛盾も拡大する。   

久野氏は本署でも引用した別の論文で「国民国家の枠組みを超越したかにみえる巨大多国籍企業  

といえども…国家財政や政策的支援に寄生しようとすることに変わりない。逆に，国家にとっても，  

多国寿企業の要求する政策的環境の整備は消極的・受動的なものではなく，むしろ積極的・能動的  

な対応である」11）。そして本書で久野論文は，アグリビジネスが政策形成過程に企業利益を反映させ  

る手段として①政治資金の利用②ロビー活動③シンクタンクの政治的利用④直接的な人事交流など  

があることを紹介している。   

グローバル時代の国家は経済活動の主役であり，「大きな国家」である。金融資本は，自らの活動  

領域を広げるための公的「規制緩和」を推進し「国家的規制」を強める（資本が自由に運動するた  

めの「小さな政府」），同時に金融資本の活動を支える国家の財政・金融政策のためにも「大きな国  

家」を求め，国家機能は強化・拡大いくのである。しかも，グローバル資本主義は，多国間での規  

制・調整を不可欠とする。久野論文は「これまで姐上に乗ることのなかった国際機関や国際的産業  

団体，国際NGO等の独自な役割にも留意しながら，資本のグローバル化に対応した国際的な政治過  
程の分析が求められる」し，それと同時に「国民国家の枠組みを前提とする公的規制と経済的活動  

の超国家的な展開との間の甑際ないし矛盾」（久野論文85頁）を明らかにすることが必要であるこ  

とを強調した。   

資本のグローバル化に対応した国家，国家間，国家機関という国際的な総合的な政治過程の分析  

が求められるのである。   

その際，現代資本主義国家と農業・農民の位置づけを再確認する必要がある。   

横山論文は，WTO農業交渉の総括から先進国の農業保護政策の「重荷」を確認し，「現段階にお  

ける農業問題研究に対してグローバリゼーション下における現代資本主義国家と農業との関係を理  

論的・実証的に整理することを一つの重要な課題として求めている」（横山論文73頁）と述べてい  

る。国民経済は，その内部にいろいろな構成体をかかえながらも一定の「有機的統一体」として保  

つ傾向をもつのに対して，世界経済は「有機的統一体」を破壊する方向に作用するのであり，グロー  

バル時代の国家は領域拡大と「国民的統合」の矛盾を調整するという難問をかかえながら展開する  

のである。  

まとめに代えて  

本稿の課題は，農業問題研究学会の著作を素材に「グローバル資本主義と農業」に関するいくつ   
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かの理論的諸問題を提起することにあった。素材も論理もデータもこの著作に全面的に「おんぶ」  

しており，「他人の揮で相撲を取った」感は否めない。提起した課題は①グローバル資本主義の歴史  

的位置と農業問題，②wTO農業交渉と世界農業問題，③グローバル資本主義と国家，という難問  

ばかりである。これらの難問を解くには，現在の著者の力量では荷が重過ぎ，「祥を借りる」しか方  

法がなかったというのが正直なところである。素材を提供し本稿を書く刺激を支えて下さった加瀬  

良明氏，横山英信氏，久野秀二氏に感謝申し上げたい。とはいえ，著者たちの意を十分くみ取り，  

正確に紹介できたかは自信がない。   

本稿は問題点の整理に終わったに過ぎず，何も解いていないとの誹りを受けそうである。もとよ  

り「グローバル資本主義と農業」の本質把握に迫るのは，本格的・多面的分析が必要であり，残さ  

れた課題は後日果たしたい。   
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